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資  料 

 

 

老人福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定について 

 

１．計画の位置付け 

老人福祉計画及び介護保険事業計画は、老人福祉法及び介護保険法に基づき、一体的な計画

として策定している。 

現計画期間（令和３年度から令和５年度まで）の終了に伴い、市民からの意見をはじめ、高

齢者を取り巻く状況や課題を踏まえ、社会情勢の変化等に対応した計画として策定する。 

 

２．計画期間 

令和６年度～令和８年度（３年間） 

 

３．見直しのポイント 

（１）「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」の制定に伴い、共生社会の実現を推進

するという法の趣旨を踏まえ、計画の目指す姿に共生社会の視点を反映 

（２）高齢者を取り巻く状況や課題を踏まえ、重点的に取り組む施策の方向性を設定 

（３）施策体系を見直し、関連する項目をまとめるなど分かりやすい体系に再構築 

 

４．計画の概要 

（１）高齢者を取り巻く状況         別紙１ 

（２）高齢者人口等の見込み         別紙２ 

（３）基本目標と目指す姿          別紙３ 

（４）高齢者を取り巻く主な課題       別紙４ 

（５）主な課題を踏まえた施策の方向性    別紙５ 

（６）施策体系               別紙６ 

 

５．今後の予定 

令和６年２月 高山市健康長寿ふれあいまちづくり推進委員会への協議 

３月 策定・公表 



高齢者を取り巻く状況

１．高齢者人口等の状況

・ 65歳以上の高齢者人口は、令和2年度をピークとして、少しずつ減少している。
・ 75歳以上の高齢者人口は増加している。

■高齢者人口 （単位：人）

総人口

前年度比

65歳以上人口

前年度比

65～74歳

75歳以上

高齢化率
※各年度末時点　　※住民基本台帳に基づく人口

■ひとり暮らし高齢者 （単位：人）

ひとり暮らし高齢者

前年度比
※各年度末時点

■高齢者のみの世帯 （単位：世帯）

高齢者のみの世帯

前年度比
※各年度末時点　　※ひとり暮らし高齢者は含まない

２．要介護等認定者の状況

・ 要介護等認定者は、ほぼ横ばいとなっている。
・ 要介護4や要介護5といった介護度の重い人は減少している。

■要介護等認定者 （単位：人）

チェックリスト該当者

要支援1

要支援2

要介護1

要介護2

要介護3

要介護4

要介護5

合計（チェックリスト該当者除く）

前年度比

計画値
※各年度末時点

■認定率 （単位：人）

要介護（支援）認定者

第1号被保険者

認定率

計画値
※各年度末時点　　※チェックリスト該当者は含まない

435 415 381

4,854 4,902 4,938

- 101.0% 100.7%

令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度

15,914

5,350 5,270

726 761 729

685 721 671

567 557 605

1,273 1,316

736 727 694

544 542 529

1,301

5,282

令和2年度 令和3年度 令和4年度

28,321 28,254 28,069

5,282 5,350 5,270

751 726 741

98.7%

33.6%

- 102.4% 104.4%

令和2年度 令和3年度 令和4年度

5,852 5,992 6,256

13,191 12,937 12,185

15,178 15,352

令和4年度

28,369

-

83,537

99.3%

28,099

33.0%

28,289

令和2年度 令和3年度

99.7%

33.4%

85,939 84,671

- 98.5%

- 19.2% 19.5%

- 101.3% 98.5%

- 5,411 5,500

18.7% 18.9% 18.8%

別紙１
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３．介護給付費の状況

・ 介護保険から給付される「介護給付費」は、ほぼ横ばいとなっている。

■居宅サービス （単位：千円）

居宅サービス
訪問系サービス

通所系サービス

短期入所系サービス

福祉用具・住宅改修

特定施設入居者生活介護

居宅介護支援

地域密着型サービス

合計

前年度比

計画値

■施設サービス （単位：千円）

介護老人福祉施設

介護老人保健施設

介護療養型医療施設

介護医療院

合計

前年度比

計画値

■介護予防サービス （単位：千円）

介護予防サービス
訪問系サービス

通所系サービス

短期入所系サービス

福祉用具・住宅改修

特定施設入居者生活介護

介護予防支援

地域密着型介護予防サービス

合計

前年度比

計画値

※介護保険事業状況報告（年報）より

４．介護サービス利用者の状況

・ 介護サービス利用者は増えており、特に介護予防サービス利用者が増えている。

■介護サービス利用者　（延人月） （単位：人）

居宅サービス利用者

介護予防サービス利用者

施設サービス利用者

合計

前年度比
※介護保険事業状況報告（年報）より

1,611,456 1,614,330 1,608,589

1,443 14,724 16,611

11,666 11,641 11,433

1,112,288 1,108,351 1,108,565

304,422 286,506 264,489

133,217 134,329 124,693

6,421 7,842 5,466

11,095 9,673 7,759

59,180 59,498 59,507

2,998,254

令和2年度 令和3年度 令和4年度

41,431 41,400 41,596

- 99.8% 99.2%

6,083 6,457

3,029,609 3,023,911

- 139,803 140,603

- 100.8% 92.8%

6,478

24,436 26,718 27,521

98.4%

441,180 458,075

8,325 7,651 5,188

34,868 37,645 38,119

35,925 33,109 30,792

12,147 11,691 9,848

- 5,258,203 5,410,603

- 3,094,801 3,096,501

令和2年度 令和3年度 令和4年度

令和2年度 令和3年度 令和4年度

3,791,949 3,909,348 3,907,699

239,628 240,985 270,578

657,247 684,431 642,776

294,404 303,562 317,070

- 100.5% 100.0%

757,718 765,052 782,932

1,401,772 1,457,243 1,426,921

1,146,289 1,116,173 1,038,654

令和2年度 令和3年度 令和4年度

122,122 124,656 116,934

467,422

4,938,238 5,025,521 4,946,353

- 101.8%
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５．認知症高齢者の状況

・ 要介護等認定者のうち、認知症の症状のある方は、約3,400人となっている。

■認知症高齢者 （単位：人）

認知症日常生活自立度Ⅱ以上の人

前年度比

※認知症日常生活自立度とは、認知症の程度を踏まえた日常生活における自立度を表す。認知症日常生活自立度Ⅱは、

　 日常生活に支障を来すような症状が多少みられても、誰かが注意していれば自立できる状態を指す。

※各年度末時点

６．高齢者を対象としたアンケート調査結果（抜粋）

　※ 要介護認定を受けていない65歳以上の高齢者を対象に調査

■今後どのような形で介護を受けることを望まれますか

・ 「家族の介護を中心に、介護サービスも利用して自宅で生活したい」という回答が最も多い
・ 自分が要介護になっても、自宅での生活を希望される方が多い

家族の介護を中心に、介護サービスも利用して自宅で生活したい

家族を頼らず、介護サービスを利用して自宅で生活したい

家族の介護で、自宅で生活したい

施設（特別養護老人ホームなど）に入所して生活したい

その他

無回答

■地域で安心して暮らすために、何が必要だと思いますか（複数回答）

・ 「在宅での介護サービスの充実」という回答が最も多い
・ 次いで、「医療と介護の連携」「家族や親族との良好な人間関係」の順となっている

在宅での介護サービスの充実

医療と介護の連携

家族や親族との良好な人間関係

公共交通の充実

経済的支援

認知症になっても安心して暮らせるまちづくり

地域医療や救急医療の体制の整備

特別養護老人ホームや高齢者住宅などの充実

相談窓口の充実

地域の見守りや助け合い

高齢者の交流の場の確保

介護予防の取り組み

その他

（回答数1,483件）

437件 29.5%

400件 27.0%

450件 30.3%

446件

327件 22.0%

42件 2.8%

自宅ではなく、高齢者向けの住宅で、介護サービスを利用しながら生活したい

609件 41.1%

579件 39.0%

27件

回答数 割　合

737件 49.7%

1,483件計

532件 35.9%

668件 45.0%

630件 42.5%

561件 37.8%

366件

30.1%

回答数 割　合

37.6%

24.7%

12.0%

8.3%

7.7%

1.8%

557件

178件

123件

114件

118件 8.0%

- 101.2% 98.0%

令和2年度 令和3年度 令和4年度

3,370 3,410 3,341
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７．現計画の目標達成状況

116人
114人

（新規 8人）
（終了10人）

115人
（新規16人）
（終了15人）

130人成年後見制度の利用者数

①

②

③

④

要介護（支援）認定率

市民に占める認知症サポー
ター養成講座の受講者の割合

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和4年度
実績 実績 実績 目標値

18.65% 18.94% 18.78% 19.0%以下

高齢者健康教室（ひざ腰元気
教室等）の延べ参加者数

7.9% 8.3% 9.0% 9.2%以上

3,127人 2,654人 4,245人 5,000人
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　 ＜推計値＞総人口は国立社会保障・人口問題研究所（令和5年推計）、総人口以外は厚生労働省「見える化」システムによる推計

高齢者人口等の見込み

・65歳以上の高齢者は、今後少しずつ減少していく見込み

・75歳以上の高齢者は、令和12年まで増加していく見込み

・85歳以上の高齢者は、令和17年まで増加していく見込み

・要介護（支援）認定者は、令和22年まで増加していく見込み

※＜実績値＞人口は総務省「国勢調査」（年齢不詳分を含む）、要介護（支援）認定者は高山市
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実績値 ← → 推計値

別紙２

総人口

85歳以上人口

要介護（支援）認定者

75歳以上人口

65歳以上人口
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基本目標と目指す姿 

 

 

次期計画においては、現計画の基本目標を継承するとともに、認知症の人を含めた

国民一人一人が個性や能力を発揮し、互いに尊重し支え合いながら共生する活力ある

社会（＝共生社会）の実現を目指す「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」

が制定されたことを踏まえ、現計画の目指す姿に「共生社会」の視点を反映する。 

 

 

 

＜基本目標＞ 

やさしさにつつまれ健やかに暮らせるまち 

 

 

＜目指す姿＞ 

誰もが個性や能力を発揮し、互いに尊重し支え合う共生社会の中で、 
 

①高齢者が心身ともに健康で、住み慣れた地域で自分らしくいきいきと暮らして

います。 
 

②介護や支援の必要な高齢者が、心身の状態に応じて必要なサービスを利用

しながら、安心して暮らしています。 
 

③元気な高齢者が経験や能力を活かしながら、地域の様々な分野で活躍して

います。 

 

別紙３ 
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高齢者を取り巻く主な課題 

国の動向 

 国の基本指針（案） 

【基本的考え方】 

次期計画期間中には、団塊の世代が全員７５歳以上となる２０２５年（令和７年）を

迎えることになる。 

また、高齢者人口がピークを迎える２０４０年（令和２２年）を見通すと、８５歳以

上人口が急増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのある要介

護高齢者が増加する一方、生産年齢人口が急減することが見込まれている。 

さらに、都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に中長期的

な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サービス基盤を整備すると

ともに、地域の実情に応じて地域包括ケアシステムの深化・推進や介護人材の確保、介

護現場の生産性の向上を図るための具体的な施策や目標を優先順位を検討した上で、介

護保険事業（支援）計画に定めることが重要となる。 

【基本指針の記載を充実する事項】 

・介護サービス基盤の計画的な整備 

・地域包括ケアシステムの深化・推進に向けた取組 

・地域包括ケアシステムを支える介護人材確保及び介護現場の生産性向上 

 認知症基本法（令和５年６月成立） 

【目的】 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、認知症

施策を総合的かつ計画的に推進し、認知症の人を含めた国民一人一人が個性や能

力を発揮し、互いに尊重しつつ支え合いながら共生する活力ある社会（＝共生社

会）の実現を推進 

 

高山市の状況 

・65歳以上の高齢者は令和２年度をピークとして減少傾向にあるが、75歳以上の高齢

者は令和 12年まで、85歳以上の高齢者は令和 17年まで増加する傾向にある。 

・ひとり暮らし高齢者や高齢者のみの世帯は増加している。 

・働き手となる生産年齢人口（15～64歳）は大きく減少する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙４ 

主な課題 

１ 後期高齢者の増加に伴う要介護認定者の増加 

２ 高齢化の進展による認知症高齢者の増加 

３ 様々な高齢者ニーズへの対応 

４ 生産年齢人口の減少に伴う介護人材の不足 

５ 増加が見込まれる介護ニーズへの対応 
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主な課題を踏まえた施策の方向性 

主な課題 施策の方向性 

１ 後期高齢者の増加に伴う要介護

認定者の増加 

⚫ 令和７年には、いわゆる団塊の世代（昭和 22年～24年生まれ）の全員が 75歳以上となる。年齢が上がるにつ

れて介護を必要とする人は増える傾向にあるため、75 歳以上高齢者（後期高齢者）の増加に伴い、要介護認

定者の増加が見込まれる。 

⚫ 市では、元気な高齢者を対象とした健康教室や、要支援認定者等を対象とした通所型介護予防事業（にこに

こ教室）、認知症予防に関する事業など、様々な介護予防の取り組みを実施してきた。 

⚫ 今後、後期高齢者の増加を見据え、多くの高齢者が要介護状態にならず、生きがいを感じながらいきいきと暮

らせるよう、介護予防や社会参加に関する取り組みを推進する必要がある。 

 1.介護予防・社会参加の推進  

より多くの高齢者が参加しやすくなるように健康教室の内容を見直すなど、

高齢者が要介護状態になることを予防する介護予防の取り組みや、社会参加

に関する取り組みを推進する。 

２ 高齢化の進展による認知症高齢

者の増加 

⚫ 認知症は、加齢とともに発症しやすくなると言われており、高齢化の進展により認知症高齢者が増加することが

見込まれる。 

⚫ 令和５年６月に成立した「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」では、認知症施策を総合的かつ

計画的に推進することが示されており、「認知症フレンドリー社会」をめざした取り組みが求められている。 

⚫ 高齢者を対象としたアンケート調査では、認知症に関する相談窓口について 65％の人が知らないと回答して

している。認知症になっても地域で安心して暮らしていくためには、多くの人が認知症への理解を深めること

や、認知症予防に取り組むことが必要である。 

 2.認知症高齢者への支援   4.住み慣れた地域での生活支援  

認知症高齢者が地域で安心して暮らせるよう、認知症への理解を深めるた

めの啓発や相談支援の充実、認知症予防事業の実施など、認知症に関する

取り組みや、成年後見制度の利用を推進する。 

３ 様々な高齢者ニーズへの対応 ⚫ 高齢者のひとり暮らしや高齢者のみの世帯の増加により、日々の家事や買い物などへの支援を必要とする高

齢者の増加が見込まれる。 

⚫ 地域包括支援センターでは高齢者に関する幅広い相談に応じているが、相談内容は多様化し、対応が難しい

ケースも増えてきている。 

⚫ 高齢者が安心して暮らすためには、医療や介護などの専門職によるサービスだけでなく、地域住民、民間企

業、NPO、ボランティア等の多様な主体が参画し、地域全体で高齢者を支えていく体制（地域包括ケアシステ

ム）を充実していくことが必要である。 

 3.地域包括ケアシステムの充実   4.住み慣れた地域での生活支援  

医療と介護の連携強化や、生活支援コーディネーターを活用した住民主体

の支え合い活動への支援など、地域全体で高齢者を支える体制（地域包括ケ

アシステム）の充実に向けた取り組みを推進する。 

４ 生産年齢人口の減少に伴う介護

人材の不足 

⚫ 介護事業所からは、介護人材が不足しており、職員を募集しても採用に至らないといった意見を聞いている。

生産年齢人口が大きく減少する中、介護の現場においては介護人材の確保が困難な状況となっている。 

⚫ 介護人材が不足する中、ICT（情報通信技術）の活用による介護現場の生産性向上を図るとともに、介護職を

志す学生の市内就職、有資格者で介護の仕事を離れている人の再就業、外国人介護人材の活用など、介護

人材の確保を推進していくことが必要である。 

 5.安定した介護サービスの提供  （人材確保） 

安定した介護サービスの提供に向けて、ICT（情報通信技術）の活用による

介護現場の生産性向上を支援するとともに、介護関係団体と連携した介護人

材の確保や育成に関する取り組みを推進する。 

５ 増加が見込まれる介護ニーズへの

対応 

⚫ 特別養護老人ホームへの入所を待っている人は年々増加傾向にある。要介護認定者の増加により、介護ニー

ズはますます増加することが予想される。 

⚫ 国の制度改正により、介護療養型医療施設（介護療養病床）は、令和６年３月末をもって廃止することが決定し

ており、国は、新たに創設した介護医療院などへの転換を求めている。 

⚫ 市内では、介護療養型医療施設を運営していた高山厚生病院が閉院したため、医療ニーズが高く、長期療養

が必要な人の受け入れ先が減少しており、新たな受け入れ先を確保する必要がある。 

 5.安定した介護サービスの提供  （基盤整備） 

介護医療院の開設に向けて関係機関と協議するなど、地域に必要な介護サ

ービス基盤の整備を推進する。 
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(4)介護サービス基盤の整備 ・ 地域に必要な介護サービスの整備推進

６．安定したサービスを提供する体制整備

(3)感染症対策の推進 ・ 感染症に対する正しい理解の促進

(3)感染症対策の推進
５．安定した介護サービスの提供

(1)介護人材の確保、資質の向上及び事業所の運営支援
・ 関係団体と連携した介護人材確保等

・ 資格取得やスキルアップに対する支援

(1)介護人材の確保、資質の向上及び事業所の運営支援
・ 認知症高齢者の権利擁護の推進

(2)災害対策の推進
・ 高齢者虐待防止のための支援体制の強化

・ 在宅介護者を対象とした相談体制の充実

・ 感染症発生時の事業所支援

・ ICTの活用による介護現場の生産性向上

・ 市全域における介護サービスの確保

(2)災害対策の推進 ・ 防災計画・業務継続計画に基づく訓練等の実施

(3)権利擁護の推進 ・ 成年後見制度の利用促進と担い手確保

・ 公共交通による移動困難者への支援

・ 地域や民間事業者と連携した見守り活動の充実

(2)在宅介護者への支援 ・ 在宅介護者の経済的・精神的負担の軽減

４．住み慣れた地域での生活支援

(1)生きがいづくり (1)在宅生活の支援 ・ 在宅生活に必要なサービスの提供

・ 高齢者支援のための事例検討や地域課題の抽出

・ 職種が連携した高齢者の自立支援と重度化防止の対策の検討

５．地域活動や社会参加の促進

(1)認知症高齢者への早期の対応 (2)在宅医療・介護連携の推進 ・ 医療・介護関係者のネットワーク構築

(2)認知症高齢者及び家族への支援 ・ ICTの活用による医療と介護の連携強化

・ 地域の支え合いによる生活支援体制の構築４．認知症高齢者への支援

(2)介護予防・生活支援サービスの充実 ・ 認知症高齢者の見守り体制の強化

３．地域包括ケアシステムの充実

(3)地域ケア会議の充実 ・ 地域ケア会議による医療・介護・福祉・地域の関係者の連携強化

(1)健康寿命の延伸
(3)認知症高齢者及び家族への支援

・ 認知症ケアパスの普及による症状に応じた対応の周知啓発

３．介護予防の推進

(1)包括的な生活支援体制の充実 ・ 地域包括支援センターによる相談支援の推進

・ 居宅介護支援専門員に対する支援

(1)包括的な生活支援体制の充実

・ 高齢者の技術や経験の活用

(2)在宅医療・介護連携の推進
２．認知症高齢者への支援

(3)地域ケア会議の充実

２．地域包括ケアシステムの構築

・ 認知症の人と家族等の相談支援の推進

・ 認知症初期集中支援チームの活動促進

・ 認知症疾患医療センターを中心とした医療との連携

(2)在宅介護者への支援

・ 自主的な介護予防活動への継続した支援
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(3)権利擁護の推進

・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施による健康寿命の延伸

＜　主な施策　＞
１．介護予防・社会参加の推進

(1)在宅生活の支援

(1)健康寿命の延伸 ・ 高齢者健康教室等の開催による介護予防の推進
１．住み慣れた地域での生活支援

(2)介護予防・生活支援サービスの充実 ・ 介護事業所等による介護予防サービスの提供

・ 元気な高齢者が生活支援の担い手として社会参加できる仕組みの構築

【高齢者福祉施策・地域支援事業の推進】

１．サービス基盤の整備
２．指定事業者との連携と調整
３．介護サービスに関する苦情処理
４．低所得者等への配慮

【介護施策の推進】

施策体系

現在の施策体系を見直し、関連する項目をまとめるなど分かりやすい体系に再構築する。
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※ゴシック表示は強化する施策

(3)生きがいづくり ・ 高齢者の集いの場及び交流の機会の提供

・ 高齢者の生きがいづくり活動の推進

・ 地域住民やボランティア団体等による日常生活の支援体制の整備

(1)認知症に対する理解の促進 ・ 認知症の理解を深めるための啓発

・ 認知症サポーターの養成と活動促進

(2)認知症の早期発見・早期対応 ・ 認知症予防の推進

地域包括ケア

介護予防

認知症

社会参加

サービス提供

生活支援
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生活支援

介護予防 社会参加

認知症

地域包括ケア

サービス提供

基盤整備

基盤整備
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